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しかし，2016 年 10 月 1 日，改正された債務法が施行されると，状況は変わ
ることとなる。というのも，民法典が，相互依存契約につの条文を規定する






































月 28 日の破毀院第民事部判決（JCP G 2011, note 303, note C. Aubert de
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Vincelles；D.2011, p. 628 s., obs.Cl. Creton；D. 2011, p. 566s., note D. Mazeaud；Defr.

























それゆえ，一部の裁判例が旧 1217 条と 1218 条を想定しているのは確かであ
るが，判例は，相変わらず，コーズの概念に依拠している，と解されている。
しかし，債務法の中からコーズの規定を削除した 2016 年 2 月 10 日のオルド




















































4月 4日判決〔Bull. civ. IV, n° 115 et 116；Contrats, conc., consom., 1995, n° 105, obs.
L. Leveneur；D. 1995, Som. p. 231, note L. Aynès；D. 1996, p. 141, note S. Piquet〕）。
また，破毀院は，ソフトウェアのライセンス契約の消滅が，それに対応する
機材のメンテナンス契約の消滅をもたらす旨を判示した（破毀院商事部 2007年
2月 13日判決〔D. 2007, p. 654, obs. X. Delpech；Defr. 2007, art. 38624, n° 50, p. 1042
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毀院第民事部 1996 年 10 月 1 日判決〔Bull. civ. IV, n° 332；JCP E 1997, I, 617, n°
4〕）。
ここで重要なのは，契約の相互依存性をこれに反対する者に主張するには，





果は，2016 年 2 月 10 日のオルドナンスにおいては，不完全なものとしてしか
規定されていない。
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Ⅱ 債務法の改正と相互依存性の効果
債務法の改正による相互依存性の効果の規律は，かなり不十分である。とい



















































に 2014年末に破毀院が認めた要件であり（破毀院商事部 2014年 11 月 4日判決
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院第民事部 2010 年 10 月 28日判決（JCP G 2011, note 303, note C. Aubert de
Vincelles；D. 2011, p. 628 s., obs. Cl. Creton；D. 2011, p. 566 s., note D. Mazeaud；
Defr. 2011, art. 39229, p. 808 s., obs. J.-B. Seube）が採用した考えである。
しかし，他方では，可分条項が契約の機能（エコノミー）に矛盾する場合に
は，そのような条項の効力は生じない，と解することも可能であり，破毀院商
事部 2000 年 2 月 15日判決（前掲）はそのように解していた。この判決は，契
約の本質的債務に関するクロノポスト判決によって採用された解決を相互依存
契約にも適用するものであり，破毀院第民事部 2011 年 12 月 6 日判決（RDC
2012/2, p. 518, obs. J.-B. Seube）も再度この解決を判示している。
そこで，2013年 5月 17日に公にされた破毀院混合部のつの判決（JCP G
2013, note 673, F. Buyet note 674, J.-B. Seube. Adde, dans le mêmes sens, Cass. com., 24











破毀院第民事部 2014年 10 月 1 日判決（RD bancaire etfinancier 2014, n° 202,
obs. J. Djoudi）は，それを肯定している。この判決は，相対的に注目されなか
ったが，債務法の改正草案は，この問題に明確に言及し，有用である。これに


































【例】 排他的な代理店契約（contrats de concession）が相互依存的である
場合において，供給業者（concédant）がその一方の契約を解約したときは，
同供給業者は，他方の契約も必然的に解約しなければならないとされた（破毀








は，当然に，同時に移転されるからである（破毀院第民事部 1994年 11 月 15







牽連関系を生じさせるからである（破毀院商事部 1995年 5月 9日判決〔Bull. civ.
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相互依存契約に対する 2016 年 2 月 10 日のオルドナンスの寄与の検討結果は，
ややがっかりするものとなった。というのも，一方では，改正法は，民法典の
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第 1189 条第 2 項 複数の契約が，当事者の共通の意思において，同一の取引に
向けられている場合には，それらの契約は，その取引に応じて解釈されなければ
ならない。
【付記】 本稿は，2016 年 9月 13日，立教大学太刀川記念館階多目的ホールにお
いて行われた公開講演会の講演原稿を翻訳したものである。
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